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1
　
骨
太
方
針
2
0
2
3
の
概
要

　
6
月
16
日
、「
経
済
財
政
運
営
と
改
革

の
基
本
方
針
」、
い
わ
ゆ
る
骨
太
方
針
が

閣
議
決
定
さ
れ
た
。
骨
太
方
針
は
、
首
相

が
議
長
を
務
め
る
経
済
財
政
諮
問
会
議
の

議
論
を
踏
ま
え
て
閣
議
決
定
さ
れ
、
年
末

の
予
算
編
成
、
税
制
改
正
、
翌
年
以
降
の

法
改
正
の
指
針
と
な
る
重
要
文
書
で
あ
り
、

政
府
・
与
党
が
力
点
を
置
く
政
策
が
網
羅

さ
れ
て
い
る
。
予
算
編
成
全
般
に
関
わ
る

た
め
、
多
種
多
様
な
分
野
に
及
ぶ
も
の
で

あ
る
。

　
本
年
度
の
骨
太
方
針
で
は
、
①
昨
今
の

環
境
変
化
に
対
応
し
た
マ
ク
ロ
経
済
運
営

の
基
本
的
な
考
え
を
示
し
た
上
で
②
新
し

い
資
本
主
義
③
少
子
化
対
策
を
含
め
た
社

会
保
障
④
経
済
安
保
―
な
ど
の
岸
田
政
権

の
目
玉
政
策
の
方
針
を
示
す
こ
と
と
な
っ

て
い
る
（
図
表
1
）。
そ
こ
で
次
章
で
は
、

こ
れ
ら
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
、
そ
の
評

価
と
課
題
を
指
摘
し
た
い
。

2
　
目
玉
政
策
に
対
す
る
評
価

（
1
）マ
ク
ロ
経
済
運
営

　
マ
ク
ロ
経
済
運
営
の
基
本
的
な
考
え
方

と
し
て
「
市
場
や
競
争
に
任
せ
る
だ
け
で

は
過
少
投
資
と
な
り
や
す
い
分
野
に
つ
い

て
、
官
が
的
を
絞
っ
た
公
的
支
出
を
行
い
、

こ
れ
を
呼
び
水
と
し
て
民
間
投
資
を
拡

大
」「
官
と
民
が
協
働
し
て
社
会
課
題
を

解
決
し
な
が
ら
、
そ
れ
を
成
長
の
エ
ン
ジ

ン
と
し
て
持
続
的
な
成
長
に
結
び
付
け
て

い
く
」
と
の
方
向
性
が
示
さ
れ
た
。
こ
れ

は
、
経
済
財
政
諮
問
会
議
で
も
議
論
さ
れ

た
よ
う
に
、
い
わ
ゆ
る
現
代
サ
プ
ラ
イ
サ

イ
ド
経
済
学
（
M
S
S
E
）
の
考
え
を
岸

田
政
権
の
経
済
運
営
の
指
針
に
し
た
と
言

え
る
。
M
S
S
E
は
、
米
国
の
イ
エ
レ
ン

財
務
長
官
が
提
唱
し
、
昨
今
、
世
界
中
の

経
済
論
壇
で
注
目
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ

る
。
か
つ
て
の
サ
プ
ラ
イ
サ
イ
ド
経
済
学

（
S
S
E
）
と
比
較
す
る
と
、
供
給
サ
イ

骨
太
方
針
2
0
2
3
を
ど
う
見
る
か

日
本
総
合
研
究
所 

上
席
主
任
研
究
員

石
川
智
久

解 説

　
先
般
、
閣
議
決
定
さ
れ
た
骨
太
方
針
2
0
2
3
は
、
供
給
面
に
お
い
て
政
府
の
役
割
を
重
視
す
る
現
代
サ
プ
ラ
イ
サ
イ

ド
経
済
学
（
M
S
S
E
）
を
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
お
り
、
政
策
全
般
に
お
い
て
、
政
府
が
積
極
的
に
関
与
す
る
姿
勢

を
示
し
た
。
そ
の
た
め
、
政
策
メ
ニ
ュ
ー
は
少
子
化
対
策
を
中
心
に
網
羅
的
で
あ
り
、
充
実
し
た
と
言
え
る
。
言
い
方
を

変
え
れ
ば
、
総
花
的
で
も
あ
り
、
政
策
の
優
先
順
位
付
け
が
不
可
欠
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
M
S
S
E
を
「
錦
の
御
旗
」
に

し
た
バ
ラ
マ
キ
リ
ス
ク
は
見
逃
せ
ず
、
財
源
論
の
先
送
り
も
懸
念
さ
れ
る
。
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
目
標
の
年

限
で
あ
る
2
0
2
5
年
が
迫
る
中
、
歳
出
構
造
を
緊
急
時
モ
ー
ド
か
ら
平
時
に
戻
し
、
財
政
再
建
と
経
済
成
長
を
両
立
さ

せ
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

い
し
か
わ
・
と
も
ひ
さ
　
97
年
東
大

経
卒
、同
年
住
友
銀
行
入
行
。99
年
日

本
総
合
研
究
所
調
査
部
。02
年
よ
り

日
本
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
へ
出
向
、

04
年
三
井
住
友
銀
行
経
営
企
画
部
金

融
調
査
室
、17
年
日
本
総
合
研
究
所

調
査
部
関
西
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
長
、

19
年
マ
ク
ロ
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
所

長
。22
年
内
閣
府
政
策
企
画
調
査
官

（
経
済
社
会
シ
ス
テ
ム 

総
括
担
当
）。

23
年
7
月
よ
り
現
職
。近
著
に「
大
阪

が
日
本
を
救
う
」（
日
本
経
済
新
聞
出

版
）、「
大
阪
の
逆
襲
」（
青
春
出
版
社
）。
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ド
を
重
視
し
て
い
る
と
い
う
点
で
は
共
通

し
て
い
る
が
、
S
S
E
は
新
自
由
主
義
、

小
さ
な
政
府
を
標
榜
す
る
も
の
だ
っ
た
の

に
対
し
、
M
S
S
E
は
政
府
の
役
割
を
重

視
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
M
S
S
E

は
人
的
資
本
、
公
共
イ
ン
フ
ラ
、
研
究
開

発
な
ど
に
優
先
的
に
政
府
が
投
資
を
行
う

こ
と
で
供
給
力
の
強
化
を
通
じ
た
経
済
成

長
の
実
現
を
目
指
す
。
同
時
に
、
所
得
格

差
や
環
境
破
壊
等
の
構
造
問
題
に
も
政
府

の
力
を
活
用
す
る
こ
と
で
成
長
と
社
会
課

題
の
解
決
の
両
立
を
図
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
供
給
重
視
と
い
う
点
が
、
需
要
刺

激
策
の
ケ
イ
ン
ズ
経
済
学
と
異
な
る
と
こ

ろ
で
あ
る
（
図
表
2
）。

　
わ
が
国
で
は
、
産
業
の
国
際
競
争
力
が

低
下
し
て
き
て
お
り
、
供
給
面
を
強
化
し

て
、
成
長
力
を
高
め
る
こ
と
に
は
意
義
が

あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
一
方
で
、
財
政
の

積
極
活
用
は
往
々
に
し
て
バ
ラ
マ
キ
と
な

り
や
す
い
。
米
国
で
は
M
S
S
E
で
は
な

く
、
M
E
S
S
Y
（
散
ら
か
る
）
と
な
る

の
で
は
な
い
か
と
い
う
皮
肉
が
囁さ

さ
や

か
れ
て

い
る
が
、
そ
の
リ
ス
ク
は
十
分
に
あ
る
。

バ
ラ
マ
キ
リ
ス
ク
へ
の
対
処
と
し
て
は
、

費
用
対
効
果
を
き
ち
ん
と
見
極
め
る
こ
と

が
重
要
で
あ
り
、
そ
の
観
点
か
ら
は
、
今

回
の
骨
太
に
も
明
記
さ
れ
て
い
る
「
証
拠

に
基
づ
く
政
策
立
案
（
E
B
P
M
）
の
徹

底
」
が
求
め
ら
れ
る
。

（
2
）新
し
い
資
本
主
義

　
新
し
い
資
本
主
義
に
関
し
て
は
、
今
回

の
骨
太
で
は
、
①
人
へ
の
投
資
（
三
位
一

体
の
労
働
市
場
改
革
）
②
G
X
③
D
X
④

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
―
に
力
点
が
置
か
れ
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
概
要
は
図
表
3
の
通
り

で
あ
る
が
、
特
に
注
目
す
べ
き
ポ
イ
ン
ト

や
課
題
等
を
ま
と
め
る
と
次
の
通
り
で
あ

る
。

　
①
人
へ
の
投
資

　
リ
ス
キ
リ
ン
グ
、
職
務
給
、
成
長
分
野

へ
の
労
働
移
動
と
い
う
「
三
位
一
体
の
労

働
市
場
改
革
」
は
、
人
材
の
能
力
を
引
き

•内外の環境変化に対応したマクロ経済運営の基本的考え

方を示すとともに、「新しい資本主義」の実現に向けた構造

的賃上げの実現や人への投資、分厚い中間層の形成に向け

た取組や、GX･DX、スタートアップ推進や新たな産業構造

への転換など、官と民が連携した投資の拡大と経済社会改

革の実行に向けた基本方針を示す。

•少子化のトレンドを反転させるべく、こども･子育て政策の

抜本的強化に向けた道筋を示す。

•G7広島サミットの成果も踏まえた戦略的な外交･安全保障

や我が国経済を強靱なものとする経済安全保障、エネル

ギー･食料安全保障についての方針を示す

（出所）経済財政諮問会議「経済財政運営と改革の基本方針 2023」を基に日本総
合研究所作成

〈図表1〉骨太方針2023の基本的な考え方（一部抜粋）

有望な分野に絞って政府が
介入して、供給力を高める
人的資本や公共インフラ、研
究開発などに優先的に政府
が投資

○

×

○

現代サプライサイド経済学

政府の介入を極
力小さくして、民
間の競争を通じ
て供給力を強化

○

×

×

サプライサイド
経済学

政府が需要
を作り出す。

×

○

○

ケインズ
経済学

その他の
注意点

供給力強化

需要創出

政府介入

リ・スキリングによる能力向上支援、個々の企業の実態に応じ
た職務給の導入、成長分野への労働移動の円滑化。「モデル就
業規則」改正や退職所得課税制度見直し等。

マイナンバーカードの制度の安全・信頼確保に努め、利便性・
機能向上、円滑に取得できる環境整備に取り組む。サイバーセ
キュリティ戦略等の展開。

「スタートアップ育成5か年計画」の実施。「グローバルスター
トアップキャンパス」等の取組を推進。企業の参入･退出の円
滑化。

徹底した省エネの推進、再エネの主力電源化、原子力の活用、
水素・アンモニアのサプライチェーンの早期構築、10年間で
150兆円の官民GX投資を実現、「GX経済移行債」を活用し
た先行投資、「成長志向型カーボンプライシング構想」の速や
かな実現・実行。

人への投資

GX

DX

スタートアップ

（出所）経済財政諮問会議及び新聞報道等を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉現代サプライサイド経済学の特徴

（出所）経済財政諮問会議及び新聞報道等を基に日本総合研究所作成

〈図表3〉新しい資本主義に関する主な施策
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上
げ
、
成
長
分
野
に
人
材
が
流
れ
て
い
く

こ
と
に
つ
な
が
る
た
め
、
方
向
性
と
し
て

は
妥
当
な
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
し
、

働
き
方
改
革
に
つ
い
て
は
具
体
策
に
十
分

に
踏
み
込
ん
で
い
る
と
は
言
え
ず
、
早
急

に
具
体
策
を
ま
と
め
る
必
要
が
あ
る
。
ま

た
、
最
低
賃
金
の
全
国
加
重
平
均

1
0
0
0
円
に
つ
い
て
は
、
公
労
使
三
者

で
構
成
さ
れ
る
最
低
賃
金
審
議
会
で
議
論

さ
れ
る
こ
と
が
明
記
さ
れ
た
。
賃
金
の
低

さ
が
わ
が
国
の
低
成
長
の
一
因
と
言
え
る

中
、
賃
上
げ
は
前
向
き
に
取
り
組
む
べ
き

対
応
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
依
然
と
し
て

最
低
賃
金
引
き
上
げ
が
難
し
い
企
業
も
少

な
く
な
く
、
カ
イ
ツ
指
標
（
一
般
労
働
者

の
平
均
賃
金
に
対
す
る
最
低
賃
金
）
の
水

準
が
国
際
的
に
見
て
、
相
応
に
高
い
レ
ベ

ル
に
達
す
る
中
、
従
来
以
上
に
マ
イ
ナ
ス

影
響
が
生
じ
な
い
か
を
慎
重
に
考
慮
す
べ

き
段
階
に
入
っ
て
い
る
。
適
切
な
賃
上
げ

に
向
け
た
努
力
を
継
続
す
る
一
方
、
労
働

集
約
的
な
産
業
や
未
熟
練
労
働
者
に
は
、

引
き
上
げ
幅
を
縮
小
し
た
、
い
わ
ば
「
登

坂
車
線
」
レ
ー
ト
を
設
け
た
り
、
産
業
別

最
低
賃
金
制
度
の
積
極
的
な
活
用
な
ど
に

よ
る
激
変
緩
和
措
置
を
取
る
必
要
も
あ
ろ

う
。

　
②
G
X

　
G
X
に
つ
い
て
は
、
昨
年
の
改
革
工
程

表
で
K
P
I
が
定
め
ら
れ
る
な
ど
、
具
体

的
な
動
き
が
加
速
し
て
い
る
が
、
今
回
の

骨
太
方
針
は
そ
れ
を
網
羅
す
る
も
の
と
な

っ
て
お
り
、
今
後
は
そ
の
実
施
を
急
ぐ
こ

と
が
重
要
で
あ
る
。
一
方
で
課
題
も
あ
る
。

今
般
盛
り
込
ま
れ
た
取
り
組
み
は
、
わ
が

国
独
自
の
も
の
が
多
く
、
海
外
か
ら
わ
が

国
の
政
策
が
十
分
に
理
解
さ
れ
て
い
る
と

は
言
え
な
い
。
脱
炭
素
は
国
際
的
な
連
携

が
必
要
な
分
野
で
あ
り
、
わ
が
国
の
取
り

組
み
の
国
際
的
な
理
解
を
得
る
こ
と
が
急

務
で
あ
る
。

　
③
D
X

　
D
X
に
つ
い
て
今
回
注
目
さ
れ
る
の
が

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
取
り
扱
い
で
あ

る
。
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
に
つ
い
て
、

ほ
ぼ
全
国
民
に
行
き
渡
っ
た
状
況
を
踏
ま

え
つ
つ
、
今
後
は
官
民
さ
ま
ざ
ま
な
領
域

で
の
利
活
用
の
シ
ー
ン
を
増
や
し
て
い
く

こ
と
は
、
当
然
必
要
な
こ
と
で
あ
る
。
一

方
で
、
先
般
、
住
民
票
交
付
に
お
け
る
情

報
漏
洩
な
ど
の
事
態
が
発
生
し
た
。
不
祥

事
が
続
い
た
場
合
、
わ
が
国
の
政
府
部
門

の
D
X
化
が
遅
れ
て
し
ま
い
、
国
・
地
方

自
治
体
の
事
務
が
非
効
率
な
ま
ま
放
置
さ

れ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。
今
回
の
骨
太
方
針

で
は
「
政
府
が
一
丸
と
な
っ
て
制
度
の
安

全
と
信
頼
の
確
保
に
努
め
る
」
と
明
記
さ

れ
た
が
、
不
祥
事
の
原
因
究
明
を
行
う
と

と
も
に
、
こ
の
一
文
を
単
な
る
掛
け
声
で

終
わ
ら
せ
な
い
対
応
が
急
が
れ
る
。
一
方

で
、
不
祥
事
を
防
ぐ
こ
と
は
重
要
で
あ
る

も
の
の
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ
て
、
行
財

政
効
率
化
等
に
つ
な
が
る
デ
ジ
タ
ル
化
を

急
ぐ
べ
き
で
あ
る
。

　
④
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

　
昨
年
ま
と
め
ら
れ
た
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
育
成
5
か
年
計
画
」
の
内
容
が
盛
り
込

ま
れ
た
ほ
か
、
海
外
の
大
学
と
の
連
携
し

た
グ
ロ
ー
バ
ル
・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
キ

ャ
ン
パ
ス
や
、
既
存
大
企
業
に
よ
る
オ
ー

プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
の
た
め
の
取

り
組
み
な
ど
も
加
わ
り
、
メ
ニ
ュ
ー
と
し

て
は
欧
米
並
み
に
充
実
し
つ
つ
あ
る
。
ま

た
、
社
会
課
題
解
決
に
向
け
た
取
り
組
み

を
行
う
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
で
あ
る
社
会
的

起
業
家
へ
の
支
援
強
化
策
も
昨
年
よ
り
も

充
実
し
て
い
る
。
一
方
で
、
投
資
額
は
5

年
後
に
は
現
在
の
10
倍
の
10
兆
円
と
金

額
・
年
限
が
明
確
化
し
て
い
る
一
方
、
ユ

ニ
コ
ー
ン
1
0
0
社
・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

10
万
社
創
出
と
い
う
目
標
に
つ
い
て
、
ス

タ
ー
ト
ア
ッ
プ
5
か
年
計
画
で
は
「
将
来

に
お
い
て
」
と
明
確
な
期
限
が
設
定
さ
れ

て
い
な
い
ほ
か
、
骨
太
に
お
い
て
は
全
く

言
及
さ
れ
て
い
な
い
。
創
出
社
数
に
つ
い

て
も
地
に
足
の
つ
い
た
具
体
的
な
目
標
を

設
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
3
）少
子
化
対
策
も
含
む
全
世
代
型
社
会
保
障

　
少
子
化
対
策
は
、先
般
公
表
さ
れ
た「
こ

ど
も
未
来
戦
略
方
針
」
等
を
踏
ま
え
、
現

金
給
付
、
現
物
給
付
の
両
面
を
充
実
さ
せ

た
包
括
的
な
メ
ニ
ュ
ー
で
あ
る
。
こ
れ
ま

で
、
少
子
化
対
策
で
専
門
家
等
か
ら
提
示

さ
れ
て
き
た
メ
ニ
ュ
ー
が
ほ
と
ん
ど
入
っ

て
い
る
と
い
う
意
味
で
は
、
従
来
と
「
次

元
の
異
な
る
少
子
化
対
策
」
と
い
う
の
は
、

あ
る
意
味
で
正
し
い
。

　
一
方
で
、
日
本
の
子
育
て
関
係
の
公
的

支
出
で
あ
る
家
族
関
係
社
会
支
出
の

G
D
P
比
は
O
E
C
D
平
均
ま
で
上
昇
し

て
お
り
、
必
ず
し
も
金
額
が
少
な
い
と
は

言
え
な
い
。
今
後
、
3
兆
円
半
ば
程
度
増

や
し
た
後
、
2
0
3
0
年
代
初
頭
ま
で
に
、

「
国
の
予
算
（
こ
ど
も
家
庭
庁
ベ
ー
ス
）

ま
た
は
こ
ど
も
1
人
当
た
り
で
見
た
予
算

の
倍
増
を
目
指
す
」
と
し
て
い
る
が
、
こ

れ
は
30
年
初
頭
で
は
現
時
点
対
比
で
5
兆

円
程
度
増
や
す
こ
と
と
な
る
。
金
額
だ
け

で
見
る
と
、
O
E
C
D
で
最
高
レ
ベ
ル
と

な
る
中
、
金
額
を
単
純
に
増
や
す
だ
け
で

な
く
、
効
果
が
高
い
政
策
に
重
点
的
に
支

出
す
る
な
ど
、
少
子
化
の
抑
制
に
実
効
あ

る
制
度
設
計
が
重
要
で
あ
る
。

　
ま
た
、
日
本
総
研
で
は
、
O
E
C
D
の

デ
ー
タ
を
使
っ
た
パ
ネ
ル
分
析
を
行
っ
た
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と
こ
ろ
、
出
生
率
の
引
き
上
げ
に
は
、
家

族
関
係
社
会
支
出
の
増
加
だ
け
で
な
く
、

経
済
成
長
、
男
性
の
家
事
参
加
の
重
要
性

も
示
唆
さ
れ
て
い
る
。
政
府
の
支
出
拡
大

だ
け
で
な
く
、
経
済
成
長
や
人
々
の
生
活

意
識
改
革
に
ま
で
目
を
配
る
必
要
が
あ
る

（
図
表
4
）。

　
今
後
の
課
題
と
し
て
は
、
財
源
の
議
論

が
先
送
り
に
な
っ
た
こ
と
と
、
こ
ど
も
・

子
育
て
支
援
の
た
め
の
新
た
な
特
別
会
計

（
い
わ
ゆ
る
「
こ
ど
も
金
庫
」）
へ
の
対
応

で
あ
る
。
財
源
に
つ
い
て
は
消
費
税
も
排

除
せ
ず
検
討
す
る
こ
と
、
ま
た
、
特
別
会

計
に
つ
い
て
は
、
一
般
会
計
よ
り
も
チ
ェ

ッ
ク
の
目
が
行
き
届
き
に
く
く
な
る
た
め
、

効
果
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
を
構
築
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

　
少
子
化
以
外
の
社
会
保
障
制
度
改
革
に

つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
議
論
さ
れ
て
き
た
、

か
か
り
つ
け
医
、
地
域
医
療
構
想
、
タ
ス

ク
・
シ
フ
ト
／
シ
ェ
ア
が
明
記
さ
れ
た

こ
と
は
評
価
で
き
る
。
ま
た
、
コ
ス
ト

削
減
に
は
医
療
D
X
の
進
展
も
重
要
で

あ
り
、
そ
の
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

ま
た
、「
2
0
4
0
年
を
視
野
」
と
い

う
こ
と
が
示
さ
れ
た
が
、
こ
う
し
た
長

期
の
時
間
軸
で
議
論
す
る
こ
と
も
重
要

で
あ
る
。
厚
生
労
働
省
に
よ
れ
ば
、
40

年
に
は
社
会
保
障
給
付
総
額
が
現
在
の

約
1
3
0
兆
円
か
ら
約
1
9
0
兆
円
に

増
え
る
と
試
算
さ
れ
て
い
る
。
日
本
総

研
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
で
は
、
過

剰
病
床
の
是
正
で
2
・
2
兆
円
、
長
期

入
院
の
是
正
で
2
・
6
兆
円
の
入
院
医

療
費
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
が
期
待
で
き

る
と
試
算
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
数

値
も
念
頭
に
置
き
つ
つ
、
医
療
費
削
減

を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

（
4
）安
全
保
障（
経
済
、食
糧
、エ
ネ
ル
ギ
ー
も
含
む
）

　
骨
太
方
針
で
は
、
外
交
強
化
が
示
さ
れ

て
お
り
、
存
在
感
を
高
め
る
グ
ロ
ー
バ
ル

サ
ウ
ス
と
の
連
携
に
つ
い
て
も
言
及
さ
れ

て
い
る
。
ま
た
、
防
衛
生
産
・
技
術
基
盤

の
強
化
が
示
さ
れ
た
。
防
衛
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
は
調
達
の
視
点
に
偏
り
、
産
業

育
成
の
観
点
に
乏
し
か
っ
た
が
、
今
回
は

そ
の
観
点
が
明
記
さ
れ
て
お
り
、
日
本
の

産
業
競
争
力
強
化
に
つ
な
が
る
こ
と
が
期

待
で
き
る
。
ま
た
、
世
界
の
歴
史
を
紐
解

く
と
、
防
衛
費
増
額
は
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

創
出
に
つ
な
が
っ
て
き
た
。
実
際
、
米
国

で
は
D
A
R
P
A
（
米
国
国
防
総
省
国
防

高
等
研
究
計
画
局
）
が
国
防
関
係
の
技
術

開
発
を
推
進
し
て
き
た
が
、
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
な
ど
の
よ
う
に
、
こ
れ
ら
の
技
術
を

民
間
に
開
放
し
、
米
国
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
創
出
の
源
と
な
っ
て
き
た
（
図
表
5
）。

防
衛
装
備
庁
で
は
、
米
国
の
D
A
R
P
A

を
参
考
に
し
つ
つ
、新
た
な
研
究
機
関（
日

本
版
D
A
R
P
A
）
を
設
立
す
る
と
し
て

い
る
が
、
単
な
る
組
織
作
り
で
終
わ
ら
せ

る
の
で
は
な
く
、
そ
れ
が
実
際
に
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
る
体
制
を
構
築
す
る

必
要
が
あ
る
。

　
経
済
安
保
で
は
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に

つ
い
て
不
断
の
見
直
し
と
点
検
が
記
載
さ

れ
た
。
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
す
る
企
業
が
増

加
す
る
中
、
早
急
に
具
体
的
な
対
応
が
求

め
ら
れ
る
。

　
次
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
保
に
つ
い
て
は

原
子
力
の
活
用
に
一
定
の
記
載
を
割
い
て

い
る
。
わ
が
国
で
は
原
発
稼
働
中
の
九

州
・
関
西
で
他
の
地
域
に
比
し
、
電
気
料

金
が
安
価
に
な
る
な
ど
、
電
力
格
差
が
生

じ
て
い
る
。
こ
う
し
た
状
況
を
放
置
す
る

の
で
は
な
く
、
安
全
安
心
が
確
認
さ
れ
た

原
発
の
再
稼
働
を
急
ぎ
、
地
域
間
の
ア
ン

バ
ラ
ン
ス
を
是
正
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
食
料
安
保
に
つ
い
て
は
、
農
政
の
憲
法

と
も
言
え
る
食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法

に
つ
い
て
、
本
年
度
国
会
提
出
を
視
野
に

見
直
し
の
加
速
が
明
記
さ
れ
て
い
る
。
そ

れ
に
合
わ
せ
て
い
く
つ
か
の
措
置
が
盛
り

込
ま
れ
た
ほ
か
、
輸
出
の
強
化
が
示
さ
れ

た
。
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
は
い
わ

ば
稼
げ
る
備
蓄
で
あ
り
、
地
方
創
生
に
も

資
す
る
政
策
で
あ
る
。
基
本
法
策
定
や
実

際
の
運
用
に
お
い
て
、
農
家
保
護
で
は
な

く
、
競
争
力
強
化
と
い
う
路
線
を
維
持
で

き
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
。

3
　
予
算
編
成
に
向
け
て

　
今
回
の
骨
太
方
針
で
は
、
各
政
策
分
野

に
お
い
て
網
羅
的
な
内
容
と
な
っ
て
い
る

も
の
の
、
換
言
す
れ
ば
総
花
的
で
あ
り
、

保育等の現物給付や児童手当といった現金給
付の合計である家族関係社会支出のGDP比が
1％ポイント高まると出生率は0.05上昇

女性の家事時間／男性の家事時間（倍）が1低
下すると0.04出生率が上昇

GDP成長率が1％高まると出生率は0.05上昇

出生率への効果

子育てへの財政支援

男性の家事参加

経済成長率

（注）推計方法は2010年代のOECD各国のデータをもとにパネル分析（GLS）推計
を実施。そのパラメーターを活用。

（出所）OECD、国連を基に日本総合研究所作成

〈図表4〉先進国で出生率を引き上げる要因
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力
点
が
明
確
に
な
っ
て
い
な
い
と
言
え
る
。

予
算
編
成
に
当
た
っ
て
、
前
述
の
ポ
イ
ン

ト
か
ら
優
先
順
位
を
明
確
化
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。
一
方
で
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー

バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
目
標
の
年
限
で
あ
る

2
0
2
5
年
が
迫
る
中
、
歳
出
構
造
を
コ

ロ
ナ
対
応
と
い
っ
た
緊
急
時
モ
ー
ド
か
ら

平
時
に
戻
す
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
次
の
3
点
に
留
意
す
る
必

要
が
あ
る
。

　
第
一
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
政

策
課
題
に
留
意
し
た
結
果
、

バ
ラ
マ
キ
に
つ
な
が
る
リ
ス

ク
が
高
ま
っ
て
い
る
。
ワ
イ

ズ
ス
ペ
ン
デ
ィ
ン
グ
と
な
る

よ
う
に
、
個
々
の
施
策
が
生

産
性
向
上
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
に
繋
が
る
支
出
と
な
っ
て

い
る
か
に
つ
い
て
、

E
B
P
M
の
観
点
か
ら
検
証

す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
第
二
に
、
財
源
の
議
論
が

不
十
分
で
あ
る
。
今
後
は
、

世
代
間
の
不
公
平
を
是
正
し
、

経
済
へ
の
マ
イ
ナ
ス
の
影
響

を
極
力
最
小
化
す
る
財
源
対

策
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
ま
た
、
諸
外
国
に
比
べ

て
低
所
得
者
層
に
お
け
る

税
・
社
会
保
険
料
の
負
担
率
が
他
の
所
得

層
よ
り
重
い
と
さ
れ
て
お
り
、本
来
の「
応

能
力
原
則
」
か
ら
逸
脱
し
た
も
の
と
な
っ

て
い
な
い
か
の
チ
ェ
ッ
ク
と
、
全
世
代
が

能
力
に
応
じ
て
負
担
す
る
体
制
を
つ
く
っ

て
い
く
べ
き
で
あ
る
。
一
般
的
に
は
世
代

間
の
公
平
性
や
市
場
へ
の
歪
み
の
少
な
さ

と
い
う
観
点
で
消
費
税
が
優
れ
て
お
り
、

財
源
の
選
択
肢
と
し
て
排
除
す
る
べ
き
で

は
な
い
。

　
第
三
に
、
既
往
コ
ロ
ナ
対
策
を
し
っ
か

り
検
証
し
、
そ
の
反
省
を
組
織
運
営
や
予

算
策
定
に
活
か
す
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、

コ
ロ
ナ
対
策
と
し
て
医
療
・
介
護
で
17
兆

円
も
の
巨
額
な
公
費
が
支
出
さ
れ
た
ほ
か
、

コ
ロ
ナ
禍
で
各
地
方
自
治
体
に
交
付
さ
れ

た
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
で
は
効
果
に
つ

い
て
疑
問
視
さ
れ
る
も
の
に
支
出
さ
れ
た

ケ
ー
ス
も
あ
る
。
今
回
の
骨
太
方
針
で
は

効
果
の
検
証
が
明
記
さ
れ
た
が
、
掛
け
声

に
終
わ
ら
せ
る
こ
と
な
く
、
次
回
同
様
に

支
出
す
る
場
合
は
、
使
途
の
限
定
だ
け
で

な
く
、
K
P
I
の
設
定
な
ど
も
行
い
、
バ

ラ
マ
キ
に
つ
な
が
ら
な
い
よ
う
に
す
る
べ

き
で
あ
る
。

4
　「
未
来
」に
つ
な
が
る
経
済
財
政
運
営
を

　
今
回
の
骨
太
方
針
の
副
題
は
「
加
速
す

る
新
し
い
資
本
主
義
〜
未
来
へ
の
投
資
の

拡
大
と
構
造
的
賃
上
げ
の
実
現
」
で
あ
る
。

こ
の
タ
イ
ト
ル
の
通
り
、
新
し
い
資
本
主

義
を
加
速
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
賃
上
げ

を
実
現
し
、
そ
れ
が
未
来
へ
の
投
資
へ
と

つ
な
が
る
よ
う
に
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

そ
の
た
め
に
は
、
優
先
順
位
の
高
い
政
策

の
見
極
め
と
そ
の
速
や
か
な
実
施
、
将
来

世
代
に
禍
根
を
残
さ
な
い
よ
う
責
任
あ
る

財
源
対
策
を
進
め
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ

る
。

ポイント

概要

成功例

•米国防総省･研究開発予算約700億ドルのうち、各軍（陸海空）に
所属しない分野横断的科学技術予算の約4分の1の28億ドルが
DARPA予算（国防総省研究開発予算の約4％、米国全体の約2％）

•インターネット、GPS、無人飛行機、ステルス技術

•極めてハイリスクであるがインパクトの大きい研究開発に資金支援
•ハイリスクであると割り切り、明らかに成功する研究は採択せず
•優秀なプログラムマネージャー（PM）を産官学から招聘し、プログ
ラム実施期間（概ね3～5年）は基本的に同一のプログラムマネー
ジャーに責任と権限を付与。
•プロジェクトリーダーも3～5年で入れ替え、常に新たなアイディア
を取り込む
•DARPAの支援を受けた案件の事業化に向けてベンチャーキャピタ
ル（VC）が積極的に投資し、新産業創出にも貢献。

（出所）経済産業省「米国DARPAの研究開発マネジメントのポイント」等を基に日本総合研究所作成

〈図表5〉米国DARPAの概要
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■石川智久「食料安全保障論議で踏まえるべきポイント」2022年10月27日号／時事通信社『金融財政ビジネス』
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/other/pdf/13807.pdf

■大嶋秀雄「G7で浮き彫りとなったわが国の脱炭素政策の課題」　日本総合研究所　リサーチ･アイ No.2023-006
https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=105078

■日本総合研究所　持続可能で質の高い医療提供体制構築に向けた研究チーム　「非効率な医療の特定とその改善に向けた提言」
https://www.jri.co.jp/page.jsp?id=103693

■山田久「全国平均1000 円超時代の最低賃金の在り方 ―欧州の事情を参考にした5つの提案―」　日本総合研究所　ビューポイント No.2023-004
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/viewpoint/pdf/14219.pdf

■翁百合「子育て世帯の負担と給付の公正性は確保されているか―被雇用者世帯の所得と負担率の国際比較分析―　オピニオンペーパーNo.65　 NIRA総
合研究開発機構　2023年5月16日発行」
https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/okina/pdf/14201.pdf


